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　民主党茨城県議団は、11月14日、橋本昌茨城県知事に対し県政要望
を行いました。
　重点要望としては昨年度に引き続き、人口減少社会に対応するため
の取り組みとして、超少子高齢化への社会保障の充実、子育て支援制
度・高齢者医療制度の充実など、具現化へ早急な対応を求めました。
　あわせて雇用対策、震災復興の推進、自然災害への対応、学校教育の
充実・環境整備など、県民が安全・安心・快適に暮らすための社会環境
の充実に向けた要望となりました。
　具体的には、

民主党県議団が知事へ県政要望

①人口減少対策に向け全庁を挙げた取り組み
②医療・介護体制の充実
③「子ども・子育て支援新制度」への円滑な移行支援
④異常気象による農業被害への対策
⑤東日本大震災に係る復興の推進と風評被害対策
⑥児童生徒の暴力行為防止に向けた対策など、

平成27年度予算編成への反映を求めながら、計980項目を知事へ要望
しました。



11月6日、第4回定例県議会において、齋藤英彰議員が一般質問に登壇し、県北地域の復興、障がい者の就労支援、
土砂災害警戒区域の指定や教育行政等について幅広い質問が行われました。一部を抜粋してご報告致します。

県北地域の振興について
県北地域の活力は未だ回復せず憂慮して

おります。つくばや東海を初めとした科

学技術と合わせてモノづくり産業を発展させる

ことが県北地域の振興に繋がると考えますが、

今後どのように取り組まれるのか知事にお伺い

致します。

知事／つくば、東海地区に最先端の研究

機関が集中し、日立地区には国内有数の

モノづくり産業が集積することから、これらを

結びつけ県北地域のモノづくり産業のさらなる

発展につなげていくことは大変重要であると認

識しております。現在、いばらき科学技術振興

指針に基づき研究開発を促進し、その研究成果

を実用化、産業化につなげる取り組みを進めて

いるところであります。

大学や研究機関と企業との交流・連携を深め、

研究成果の産業利用を進めていくことで最先端

の科学技術を取り入れながら、県北地域の中小

企業への技術移転をこれまで以上に促進するこ

とで、県北地域の振興を図ってまいりたいと考

えております。

県北臨海地域の交流人口拡大について
9 月 21 日にリニューアルオープンした

「道の駅日立おさかなセンター」が核と

なり、県北地域振興の起爆剤になればと考えて

おります。今後、県北臨海地域の交流人口拡大

に向けどのように取り組んでいくのか企画部長

にお伺い致します。

企画部長／県北臨海地域には、変化に富

んだ海岸線や渓谷などの自然や観光文化

施設、温泉や食といったさまざまな地域資源があ

り、これらを最大限に活用することが重要である

と考えております。県ではこれまでの地域資源と

合わせ、新しい道の駅の持つ高いポテンシャルを

周辺地域の交流人口拡大にもつなげていくため、

首都圏などでの観光キャンペーンやテレビ、雑誌、

ホームページ等を活用した PR により知名度向上

と集客の促進を図っております。

県北臨海地域の南玄関口に位置するこの施設

と、既にある資源を組み合わせたモデルルート

を PR するなどの広報を展開し、県北地域全体

の広域的な周遊促進にもつなげてまいりたいと

考えております。

将来負担比率の改善対策について
平 成 25 年 度 の 将 来 負 担 比 率 は

250.1％であり、全国平均の 200.7％

より約 50 ポイントも高く、改善の努力が必要

と考えております。本県の将来負担比率が高く

なっている要因と今後の将来負担軽減対策につ

いて総務部長にお伺い致します。

総務部長／本県の将来負担比率が他の都

道府県と比較して高い水準にあるのは、

保有土地に係る将来負担額が多額であることが

主な要因であると認識しております。

毎年度、当初予算に各 100 億円の対策額を計

上するとともに、平成 22 年度から 25 年度

の最終補正予算において約 1,200 億円の前倒

しを実施してきました結果、平成 21 年度の約

300％から平成 25 年度は約 250％と改善す

ることができたところであります。

しかしながら本県の将来負担比率は、全国平

均と比較して依然として高い水準にあることか

ら、引き続き財政状況を勘案しながら可能な限

り保有土地対策の前倒しに努めるとともに、保

有土地の処分に全力で取り組んでまいります。

 

障がい者の就労支援について
本県の民間企業における障がい者の雇

用率は 1.66％と全国 45 位であり、採

用意識の向上を図るなど、障がい者雇用を促進

することが重要であると考えます。県はどのよ

うに取り組んでいくのか、商工労働部長にお伺

い致します。

商工労働部長／茨城労働局と連携し、法

定雇用率が未達成の事業所に対して、採

用意識の向上と法定雇用率の遵守について個別

指導を実施するとともに、県内経済団体に対し、

障がい者雇用の一層の拡大に努めるよう要請を

行ったところであります。

さらに、障がい者の就職を確保するため障がい

者就職面接会を開催するほか、県内６カ所の就

職支援センターにおいてきめ細かに就職相談や

職業紹介を行うとともに、求人開拓員が個別に

企業を訪問し、障がい者の求人枠の拡大要請に

努めているところであります。障がい者がその

能力と適性に応じた職につき、生き生きとして

自立した生活を送ることができるよう、障がい

者雇用の促進に積極的に取り組んでまいります。

土砂災害警戒区域等の指定について
広島市で発生した土砂災害で、甚大な被

害を受けたことは記憶に新しいところで

あります。本県では、土砂災害警戒区域等の指

定が未だ完了していないことから、現状と指定

の進め方、指定完了までの見通しについて土木

部長にお伺い致します。

土木部長／平成 14 年度より土砂災害

危険箇所 4,079 カ所について法に基づ

く基礎調査に着手し、現在までに 3,213 カ所

の調査を完了したところであります。保全対象

人家５戸以上または災害時要援護者関連施設等

のある危険箇所について優先的に指定作業を進

め、現在までに 2,262 カ所（約 56％）の土

砂災害警戒区域の指定を終えております。今後

は、県北沿岸地域の３市を含め、スケジュール

管理を徹底し、調査開始時期をできるだけ早く

するとともに、調査を終えた箇所から順次指定

に向けた作業に取り組みと市町村とも協力して

住民の理解を得られるよう丁寧な説明に努めな

がら、平成 28 年度末までには指定作業を完了

すべく進めてまいりたいと考えております。

 

いばらき輝く教師塾の今後の展開について
多くの受講生が集まり好評を博している

とのことですが、開校の狙いと、今後の

研修内容などを含めてどのように展開していく

のか、また、これまでの若手教員研修とのかか

わりはどのようなものなのか、教育長の御所見

をお伺い致します。

教育長／当初の予定定員 100 名程度を

大幅に上回る応募があり、10 月 4 日に

受講生 201 名で開講致しました。開講の狙い

は、今後ベテラン教員の大量退職の時代を迎え

る中、教育に意欲のある教員志望者を増やし優

秀な人材を数多く確保することにあります。

今後は、魅力ある学級づくりのポイント、分か

りやすい授業の進め方などについて、子どもた

ちや保護者との繋がりに重点を置いた内容で研

修を進めてまいります。

いばらき輝く教師塾を受講し、教師になるとい

う思いを強くした学生が採用試験に合格した暁

には、若手教員の中心的存在として他をけん引

し、若手教員研修の活性化にもつながるものと

期待しております。

齋藤英彰 議員が一般質問に登壇



　県出資団体や特別会計・企業会計の経営健全化を図るための諸方策および保有土地処分のための方策等に
ついて調査を進めて参りました。
　本県の財政は依然として厳しい状況にあり、財政健全化への取り組みは喫緊の課題となっております。今
回の調査特別委員会は、県出資団体等の改革の進捗状況の調査と県が抱える保有土地問題に焦点を絞り、調
査結果を報告いたします。

県出資団体等調査特別委員会報告

「安全・安心を実感できる地域づくり」に関する調査特別委員会報告

報告事項1
県出資団体等の改革の進捗状況

■ 平成 25 年度目標値
●県出資団体数：平成 21 年度の 55 団体

を 40 団体程度にする。

●県出資団体への人的関与：県派遣職員

261 名を 130 名程度に削減する。

●財政的関与：公社対策分を除く補助金・

委託料・貸付金を、約 300 億円から

150 億円程度まで削減する。

■ 平成 25 年度実績
●財政的関与は目標を達成したものの、県

出資団体数が 41 団体、県派遣職員数が

147 人と、目標値に及ばなかったことか

ら、引き続き削減に向けて最大限の努力

を求めました。

■ 個別提言
●茨城県開発公社：「存続」を前提とした上

で、土地開発事業を基本とし、緊張感を

持った事業運営に努めるよう求めます。

●茨城県教育財団：歴史館の運営と埋蔵文

化財発掘調査事業を重点的に行う団体と

位置づけ、県派遣職員の削減を図ること

を求めます。

報告事項2
保有土地の処分方策

■ 特に重点的に取り組むべき事項：９項目
①他県との競合における優位性の確保に向け

た、分譲価格の思い切った引き下げ

②人口減少を踏まえ、東京オリンピック・パ

ラリンピック開催の 2020 年を目標とし

た、住宅用地の前倒し処分への取り組み

③民間卸や住宅事業者等との共同分譲への

さらなる取り組み

④ＴＸ沿線の地区ごとの戦略的な特色づくり

⑤本県工業団地の「強み」を活かした販売

戦略づくり

⑥オーダーメイド方式の工業団地における

イメージづくり

⑦茨城県開発公社の専門的なノウハウの活用

⑧地元市町村が積極的に売却に取り組むた

めの一層の連携強化

⑨空港と港湾を活かした、栃木・群馬との

連携と国際化の視点を持った販売促進

報告事項3
財政健全化の視点からの対策

　保有土地については、将来負担額を現時

点で再度精査すべきであると求め、土地の

処分想定単価の見直しを行い、将来負担額

の見直しも行われました。

　また、保有土地対策を進めるにあたっては、

今後も財政状況を勘案しながら可能な限り保

有土地対策の前倒しに努めることとし、一般

財源の前倒し投入を行う際には、税負担の公

平性や喫緊の財政需要などを踏まえた財政運

営の方針を定めるよう求めます。

■ 本県の治安情勢について
平成 14 年をピークに、刑法犯の認知件数

は 11 年連続で減少しており、全体として

治安は改善傾向にあると考えられます。

しかし、身近な犯罪に関する脅威は依然と

して大きく、体感治安としては改善傾向に

あるとは言い難い状況にあります。

このような状況を踏まえ、犯罪の種別ごと

に調査・検討を行い、生活に身近なところ

の防犯対策のあり方について、提言として

纏めました。

提言１：防犯カメラの設置拡充

窃盗犯罪や子どもの連れ去り高齢者の徘徊

など、身近に起こりうる種々の犯罪や危険

等に対する予防や捜査・検挙などに非常に

有効である。「緊急配備支援システム」と合

わせ、民間や市町村における設置の促進な

ど、設置の拡充を図るよう求めました。

提言２：侵入盗・自動車盗について

侵入盗対策の「鍵かけ」、自動車盗対策の「盗

難防止機材の活用」など、積極的に啓発し

ていく。特に「自動車盗」については、「県

民が安全・安心を真に実感できるよう特に

推進すべき取り組み」に位置づけ、既存の

法令等により対策を強化するとともに、県

独自の条例を制定するなどにより、強い規

制を行っていくよう求めました。

提言３：児童・高齢者虐待事案に係る防犯対策

虐待の早期発見や未然防止、被害者への適

切な支援が図られるよう、県民、民間団体、

市町村などと連携した対応、支援を行って

いくべきである。「子どものネット犯罪被害

に係る防犯対策」に関しては、フィルタリ

ングの利用促進の周知徹底を図るほか、講

習会の開催、地域でのルールづくりなどを

推進していくよう求めました。

提言４：ストーカー・ＤＶ事案に係る防犯対策

市町村ごとに相談窓口が設置されるよう支

援を行う、県・警察・病院が連携し、被害

者をサポートできる体制を強化していくべ

きである。「ニセ電話詐欺対策」では、シミュ

レーション的な訓練の実践、コールセンター

事業を活用した未然防止対策などのほか、

寸劇などを活用した広報・啓発の取り組み

を行っていくよう求めました。
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総務企画委員会の審議状況

　　　　　宍塚大岩田線の進捗、施工パッ
ケージ型積算方式の導入について

土木企業委員会
青山 大人 委員

Q 宍塚大岩田線の進捗は？A 技監兼公園街路課長／用地測量お

よび家屋調査を終了し、用地交渉に着手した。国道 354 号に架

かる高津橋橋梁工事を優先して行うこととし、仮設橋梁工事区間

から用地買収を行う予定である。Q 施工パッケージ型積算方式の

導入目的と効果は？A 監兼検査指導課長／積算に時間がかかる従

来の積上方式から、省力化を図るため施工パッケージ型積算方式

を導入した。システムが購入できない業者に対しても、計算方法、

補正係数、単価を公表し、民間のソフトでも対応可能である。

　　　　　デュアルシステムの成果と底上
げの必要性について

文教警察委員会
長谷川 修平 委員

　　　　　ベトナム国での商談会の経過、
経営所得安定対策のナラシ対策について

農林水産委員会
佐藤 光雄 委員

Q ベトナム国訪問での商談会のその後の経過は？
A 販売流通課長／日本酒３社、食品加工５社、常陸牛振興協会の

計９社が参加した。海外での商談が初めての事業者もおり、帰国後

ジェトロと連携して研修会や個別支援を行っている。Q 経営所得

安定対策のナラシ対策の実績と米の年内価格見通しは？A 販売流
通課長／平成24、25年は米価が高くナラシ対策の補填はされてい

ない。年内価格は、米の直接支払交付金として60kg換算で862円

が年内に支払われると、概算金と合わせて9,862円／60kgである。

　　　　　新中核病院の進捗状況、小児在
宅医療の勉強会について

保健福祉委員会
設楽 詠美子 委員

Q 新中核病院の現在の進捗状況は？A 保健福祉部長／勉強会が

11回開催され、データ整理・分析を行っている。両市が構想を練り

上げるのが大切であり、国の動向と再生基金の使用期限も念頭に置

きながら支援・検討してまいりたい。Q 在宅医療勉強会の他地域

への展開は？A こども病院長／小児医療は県内を3地域に分けて

おり、愛正会記念茨城福祉医療センターとの連携も重要である。筑

波大学附属病院でも同様の勉強会をしており、保健福祉部が主導と

なり小児医療関係者が集まるワーキング会議が発足された。

防災環境商工委員会
齋藤 英彰 委員

Q 交通事故多発警報の傾向分析と反射材着用促進の取り組みは？
A 生活文化課安全なまちづくり推進室長／無謀運転による自爆事

故が多い。高齢者が訪れる施設に出向き、啓発広報と靴用反射材テー

プを貼る手軽さを実感してもらう取り組みを行っている。Q 産業

技術専門学院の就職内定率が地域によりバラツキがある理由は？
A 職業能力開発課長／採用選考の時期は業種ごとに異なり自動車整

備士が最も早く、電気工事や配管など設備業は比較的遅い。訓練科の

対象職種の違いが、現時点での内定状況の差となって表れている。

　　　　　交通事故防止反射材の着用促進
と産業技術専門学院の就職内定率ついて

Q デュアルシステムは 10 年かけて成果が上がってきた。今後シ

ステムとしての底上げが必要と思うがどうか？
A 高校教育課長／現在 12 校がこのシステムを取り入れている。

工業高校から始まり、商業学科へも広げ、普通科への拡充も図っ

ている。研修先への就職が決まる生徒もいるなど、生徒たちにとっ

て有効な取り組みとなっている。今後も充実を図って参りたい。

議員／受入れる企業側の意識にもよい影響を与えるなど大変有効

なシステムであることを理解し、拡充を図っていただきたい。

第 118 号議案「平成 26 年度茨城県一般会計予算（第 3 号）」、

第 120 号議案「茨城県知事の権限に属する事務の処理の特例に

関する条例の一部を改正する条例」、第 131 号議案「当せん金付

証票の発売について」、第 133 号議案「指定管理者の指定につい

て（つくばヘリポート）」、第 143 号議案「職員の給与に関する

条例等の一部を改正する条例」について審査の結果全会一致をもっ

て原案のとおり可決すべきと決定しました。

請願 26 年第 17 号「教育格差をなくし、子どもたちにゆきとど

いた教育を求める私学助成に関する請願」は採決の結果、全会一

致をもって願意不適当と認め不採択とすることに決定し、26 年

第21号「平成27年度私立高等学校等経常費等助成に関する請願」

は、全会一致で願意妥当と認め採択すべきものと決定しました。

第 4 回定例会で 11 月 7 日に開催された各常任委員会の質疑応答について、一部抜粋してご報告致します。

常 任 委 員 会 報 告


